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長野県告示第18号

社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）附則第20条第２項において準用する同法第48条の６第２項の規定に

より、登録特定行為事業者から登録を辞退する旨、次のとおり届出がありました。

　　令和４年１月11日

	 長野県知事　阿　部　守　一

 （地域密着型通所介護　不特定の者対象）

　　　事業者の名称 　　　事業所の名称 　　　事業所の所在地 登録辞退年月日

社会医療法人財団慈泉会 相澤デイサービス「結」本庄 長野県松本市本庄２－10－21 令和３年12月31日

介護支援課

長野県告示第19号

　平成27年長野県告示第480号により土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の指定をした形質変更時要届出

区域（同条第２項に規定する形質変更時要届出区域をいう。以下同じ。）の一部について、同項の規定によりその指定を解

除します。

　　令和４年１月11日

	 長野県知事　阿　部　守　一

１　指定を解除する形質変更時要届出区域

　　別図に示す区域（別図は省略し、長野県環境部水大気環境課及び長野県諏訪地域振興局環境課に備え置いて縦覧に供します。）

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合していなかった特定有害物質の種類

　　ふっ素及びその化合物

　　ほう素及びその化合物
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水大気環境課

長野県告示第20号

　次に掲げる土地の区域は土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号。以下「省令」という。）第31条第１項の基

準に適合しないため、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質によって汚染され

ており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない土地の区域（以下「形質変更時要届出区域」と

いう。）として次のとおり指定します。

　　令和４年１月11日

	 長野県知事　阿　部　守　一

１　土地の区域（形質変更時要届出区域）

　�　諏訪市高島一丁目2900番19の一部のうち、別図に示す区域（別図は省略し、長野県環境部水大気環境課及び長野県諏訪地域振興

局環境課に備え置いて縦覧に供します。）

２　省令第31条第１項の基準に適合していない特定有害物質の種類

　　砒
ひ

素及びその化合物

３　形質変更時要届出区域に指定される土地の区域のうち、省令第58条第５項第10号に該当する区域（自然由来特例区域）

　　１の区域と同じ

水大気環境課

３　土壌汚染対策法施行規則第31条第２項の基準に適合していなかった特定有害物質の種類

　　鉛及びその化合物

４　形質変更時要届出区域において講じられた汚染の除去等の措置

　　土壌汚染の除去

長野県佐久建設事務所告示第１号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、次のとおり道路の区域を変更します。

　その関係図面は、告示の日から令和４年１月28日まで、長野県建設部道路管理課及び長野県佐久建設事務所において、一

般の縦覧に供します。

　　令和４年１月11日

	 長野県佐久建設事務所長　中　田　英　郎

１　道路の種類　　県道

２　路　線　名　　川上佐久線

３　道路の区域

区　　　　　　間 新旧別 敷地の幅員 延　長

南佐久郡佐久穂町大字海瀬224番の２地先から
南佐久郡佐久穂町大字海瀬224番の14地先まで

旧

ｍ

7.7 ～ 10.3

Km

0.1000

同　　　　　上 新 8.0 ～ 12.0 0.1000

道路管理課

選告示第１号

　公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第３項の規定により報告があったので、昭和61年選告示第66号（公職選挙法

に基づく個人演説会等を開催することができる施設）の一部を次のとおり改正します。

　　令和４年１月11日

	 長野県選挙管理委員会委員長　北　島　靖　生
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選挙管理委員会

　表中

「

」

長野県男女共同参画センター

飯田市勤労者福祉センター

岡谷市南宮東10019

飯田市東栄町3108番地１

岡谷市選挙管理委員会

飯田市選挙管理委員会

を

「
飯田市勤労者福祉センター 飯田市東栄町3108番地１ 飯田市選挙管理委員会

」

に改める。

公告

　次のとおり一般競争入札に付します。

　　令和４年１月11日

	 長野県知事　阿　部　守　一

１　入札に付する事項

　(1) 調達産品等の種類及び数量

　　　長野保健福祉事務所庁舎以下８施設で使用する電気

　　　予定契約電力1,250ｋＷ及び予定使用電力量3,618,398ｋＷｈ

　　　各施設の予定契約電力及び予定使用電力量は、仕様書によります。

　(2) 調達産品等の特質等

　　　入札説明書によります。

　(3) 調達期間

　　　令和４年４月１日から令和５年３月31日まで（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約）

　(4) 調達場所

　　　入札説明書によります。　

　(5) 入札方法

　　�　入札金額は、(1) の予定契約電力及び予定使用電力量に基づき、入札者が設定した予定契約電力に対する単一の単価及び予定使

用電力量に対する単価（同一月においては単一のものとする。）を記載してください。

　　�　落札者の決定は、入札書に記載された入札金額に従って計算した電気料金の総額により行いますので、入札金額と併せて電気

料金の総額を記載してください。

　　�　なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 10 に相当する額を加算した金額をもって落

札価格としますので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 110分の 100

に相当する金額を入札書に記載してください。

２　入札に参加する者に必要な資格

　　次のいずれにも該当する者であることとします。

　(1�) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号。

以下「規則」という。）第120条第１項の規定により入札に参加することができないとされた者でないこと。

　(2) 契約履行に当たり、(1) に掲げる者を代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。

　(3�)	長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約（建設工事の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事

監理の委託並びに森林整備業務の請負及び委託を除く。）に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成

30年長野県告示第588号）の「物件の買入れ」の等級区分がＡに格付けされている者であること。

　(4�)	長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月25日付け 22管第285号）に基づく入

札参加停止を受けている期間中の者でないこと。

　(5�)	長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴

力団関係者でないこと。

　(6) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事業者であること。

　(7) 長野県グリーン購入推進方針に定める電力調達の判断基準に該当する者であること。


